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平成25年 8月 22日

都道府県労働局労働基準部長殿

厚生労働省労働基準局労働条件政策課長

労働契約法等活用支援事業の実施に当たっての周知広報活動について

労働契約法等活用支援事業の実施については、平成25年 8月 22日付け基発08

22第8号「労働契約法等活用支援事業の実施について」をもって示されたところで

あるが、その具体的な実施内容は別紙上同事業のうち、一般労働者向け労働契約解

説セミナーの開催日程は別紙2のどおりであるので、下記により、貴局管内において

実施される同事業にかかるセミナーの積極的な周知広報に努められたい。

なお、同事業のうち、一般労働者向け労働契約解説セミナーについては、別紙3の

とおり、平成 25年8月 22日付け事務連絡「労働契約法等活用支援事業に係る一般

労働者向け労働!契約解説セミナーの実施について」をもって、都道府県労働局総務部

長あて、本省大庄宮房地方課労働紛争処理業務室長から、都道府県労働局職員による

個別労働紛争解決制度の説明及びセミナー終了後の労働相談対応について協力を要請

しているところである。

記

1 受託回体と連携した周知広報活動の実施

今後、本事業の受託団体(東京海上日動リスクコンサノレティング株式会社)から、

各都道府県労働局(以下「局」という。)に対し、局・労働基準監督署窓口での配付

用の本事業に係る広報用のチラシ (53IJ紙4)の送付 (8月下旬以降、配付予定)及び

局ホームページへの情報掲載(別紙5参照)等の依頼がなされるので、これを踏まえ

た対応(掲示、窓口での配布、ホームページへの情報掲載等)を行うこと。

2 都道府県への協力依頼

都道府県に対しては、別紙6のとおり当職より依頼したところであるが、貴職に

おいても都道府県に対する具体的な協力依頼を実施すること。なお、貴職から都道

府県への依頼内容の例については、別紙7を参考とされたい。



別寿氏1

厚生労働省委託事業 労働契約解説セミナー

労働者や今後就業を希望される方等を対象として、雇用される側(労働者)と雇用する側(使

用者)をつなぐルールである“労働契約"について解説するセミナーを開催する。労働契約法・

労働基準法で定められていること等、労働者の皆様が安心して働くために知っておくべき重要な

ノレールや、労働者・使用者それぞれの権利・義務等をわかりやすく解説する。なお、平成 25年

4月に全面施行となった改正労働契約法の内容についても併せて周知を行う。

当セミナーは平成 22年度より実施しているものであり、今年度も平成 24年度と同様、一般労

働者向け労働契約解説セミナーと学生向け労働契約解説セミナーの両方を開催し、広く労働関係

法令の教育・情報提供を実施する。

〔開催概要〕

①一般労働者向け労働契約解説セミナー

対象 正社員・派遣社員など様々な立場で就業している方、今後就業を希望される方、企

業の人事担当者等

開催地 全国 47 都道府県で各県 1~3 回開催

開催期間:2013 年日月 ~2014 年 3 月

(各都道府県での開催スケジュールについては、別紙2を参照。)

定員 ・各日 100名(基礎セミナー50名、判例セミナー50名)

参加費 .無料

講演内容研修テキストを用いて、 「基礎セミナーJ (85分)と「判例セミナーJ (70分)を

開催する(※) 0 r基礎セミナー」では、労働契約に関する基本的なルールについ

て具体例を挙げながら解説する。 r判例セミすー」では、 「基礎セミナーj や昨年

度以前の労働契約解説セミナーの受講者を対象として、労働契約に関する各極判例

を紹介する。

また、都道府県労働局総務部企画室の協力により、判例セミナーにおいて都道府県

労働局職員による個別労働紛争解決制度の解説と、判例セミナー終了後の個別相談

会を実施する予定である。

(※)当日のタイムスケジューノレ

時間 項目

13:30~14:0。 基礎セミナー 交付

14:00~15 ・ 25 受託業者による基礎セミナー

15:25~15:35 判例セミナー 受付

15:35~16:35 受託業者による判例セミナー

16:35~16:45 企画室職員による個別労働紛争解決制度の解説

16:50~17 ・ 15 企画室職員による個別相談



②学生向け労働契約解説セミナー

対象 :就職予定の学生や学校の進路指導担当者等

開催地 :全国 11箇所(開催地については決定次第連絡する。)

開催期間・ 2013 年 9 月 ~2014 年 3 月(開催日については決定次第連絡する。)

講演内容・研修テキストを用いて、平日午後に学生向け労働契約解説セミナー (60分)を開

催する。労働契約法等の労働関係法令上の権利と義務、裁判例について、内定取消、

試用期間中の解雇、退職強要等、労働契約の成立前後にトラブルになりそうな事案

に比重を置いて解説を行う。

定員 ・各自 100名程度

参加費 ・無料

③セミナー講師無料派遣による特別開催セミナー

開催方法.参加者が 50名以上を条件とし、開催を希望する団体・組織からの要望に応じて開

催(今年度内 10回まで開催予定) 0 

講演内容 要望に応じて、 般労働者向け労働j契約解説セミナーまたは学生向け労働契約解

説セミナーを行う。

〔申込方法〕

各会場の申込用紙 (http://www.tokiorisk.co・jp/seminar/20130802.htmlを参照)に必要事項

を記入の上、 FAX(03-5288-3977) またはEメ)ル (seminar.mhlw@tokiorisk. co. jp)で連絡。

※メール文に直接必要事項を記入し、上記Eメールアドレスに送付するのも可。

[委託先会社〕

本事業は、東京海上回動リスクコンサノレテイング株式会社に委託して実施す

るo

〔使用テキス卜〕

・rW安心』して『働く』ためのルール~使用者と労働者の約束事=w労働契約』とは~J (セ

ミナー専用テキスト)

「改正労働契約法についてJ (セミナー専用テキスト)

「判例セミナーJ (セミナー専用テキスト)

・学生向けリーフレット(セミナー専用テキスト)

「知って役立つ労働法~働くときに必要な基礎知識~J (厚生労働省)

・参考資料集(セミナー専用テキスト)
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都道府県労働局総務部長殿

jJlJ車氏3

事務連絡

平成 25年8月 22日

厚生労働省大臣官房地方課

労働紛争処理業務室長

労働契約法等活用支援事業に係る一般労働者向け労働契約解説

セミナーの実施について

標記について、「労働契約法等活用支援事業の実施について(平成 25年8月

22日付け基発 0822第8号、参考1参照)J及び「労働契約法等活用支援事業の

実施に当たっての周知広報活動について(平成 25年8月 22日付け基政発 0822

第3号、参考2参照)Jにおいて、労働基準局長及び労働基準局労働条件政策課

長から通知されたところである。

これに伴い、jJlJ添1のとおり、労働者を対象とした労働契約解説セミナー2013

が全国で開催されるところであるが、開催に当たって、労働基準局労働条件政

策課から当該セミナーにおける個別労働紛争解決制度の説明及び当該セミナー

終了後の労働相談対応について協力要誇があったところである。

ついては、個別労働紛争解ー決制度の周知広報の必要性にかんがみ、昨年度同

様にこれに協力することとしたところであり、各局においては、同セミナー会

場へ労働紛争調整官等企画室職員を派遣し、適切な対応を行われたい。

なお、当該セミナーの開催日程は別添2のとおりであり、当日のタイムスケ

ジューノレは別添3のとおりである。日程等の詳細については、委託先である東

京海上日動リスクコンサノレティング株式会社と調整されたい。



鏑料セミナーのご案内 FAX 
巨日

03-5288-3977 

厚生労働省委託事業労働契約解説セミナー20唱3
基礎セミナー/判例セミナー東京1会場(20何年9月刊日)のご案内
F安心Jして「働むためのルール~使用者と労働者の約束事=r労働契約』とは~

昨年度lこ引き続き、雇用する側〔使用者〉と雇用される則〔泊働者〉をつなぐルール
である“労働契約"について、基本的な事項をわかりやすく解説するセミナーを開催

レます。

労働者の皆様が安山レて働くために知っておくべき重要なルールや、労働者・使用者

それぞれの権利・義務などを中山とレだ基礎的事項を解説する「基盤立三土三」と、

労働契約に関連する各種判例を紹介する「型虚血主主三」の 2種類のセミナーを開
催します。※基Iiセミナーの一部として平成24年8月に成立した改正労働契約去を解説するパ

ートを新たに設けますが、その他の部分は昨年度と同一内容です。

なお、セミナー終了後には、厚生労働省都道府県労働局職員が、個別労働中日識に関する相談をお受けする機会ち

設ける予定です。※当日の状況により、時間に限りがありますので、ご了承下さい。

※ セミナーの詳細は、セミナー専用HPをご覧ください http://wwハI.tokio巾k.co.jp/seminar/20130802.htmJ
※ 判例セミナーは 2010年度労働契約解説セミナー受講者、 2011~2013 年度の基礎セミナー受講蓄を対象としています内
今年度初めて参加される方で、判例セミナー受講を希望される場合は、基礎セミナーへの参加もおすすめレます。

開催日時 2013年 9月 19日(木)
基礎セミナ- 14: 00 ~ 15: 25 (受付開始 13: 30) 

判例セミナー 15・35~ 16・45 (受付開始 15: 25) 

東京都千代田区丸の内 1-2-1東京海上日動ピル

会場 東京海上自動火災保険(株) 新館 15階中会議室

JR東京駅(北口)徒歩4分 丸の内線東京駅徒歩 3分 ※駐車場のご用意はございません。

定員
※先着順定員に遼し次第、締め切らせていただきます。
ご参加いただける方にItFAXまたはEメールlこて受講票をお送りします。各国 50名参加費無料

【申込書】 ※下記の申込書に必要事項を記載の上、FAX(03-5288ω3977)にてお申込ください。

お申込は Eメールでも受け付けています。Eメールでお申込の際は、下記堕韮豆主E亙璽および慶査E重要歪Ji'自
を、セミナー事務局(seminar.mhlw@tokiorisk.cojp)までお送りくださいロ

お申込回 基礎セミナーセミナー開始 14:00 判例セミナーセミナー開始 15: 35 

※ ご希望のセミナーにOを付けてください。両方のセミナーへの申し込みも可能ですロ

フリガナ
卜一一

お名前

a 会社員(正社員) b 会社員(正社員以外) c 求職中 d 学生

e その他(
ご所属

ご所属先 ※差し支えない範囲で、ご記入ください。

電話番号 FAX番号

ご連絡先 メールアドレスー
受講票の送付先Eな

ご住所ります。必ずご記入〈 T 

ださい。

<個人情報の取り級いについて>遭惜していただ川た個人情報は、セミナ一運営およびそれに準じる情報提供の目的のために檀矧いたします回当社は、ご本人の同意を得ないで、」
由利用目的の達成のために必要な範囲を超えて登揖者の個人情報を利用いたしません。なお、当社が求める個人情報を記入いただけない場合、または畳録内容に不備がある場合i二

23詣主主SEtt雲ーと:L諸政結晶詑53鵠読し謂禦捜:PZArfι戸田Z11tzftdEFZ論語字詰l都宮
東京海上回動リスクコンサルティング株式会社経富企画室曹理グループ干100ー凹05東京都千代悶区丸田向1-2-1 東京海上日動ピル新館 TEL03-52.88-6580 

労働契約解説セミナー事務局凶 03-5288-7477 mail: seminar.mhlw脱出iorisk.cojp

お問合せ 東京海上自動リスクコンサル子ィング株式会社製品安全調環境事業部肉
干100-0005東京都千代田区丸の内1-2-1 東京海上自動ピル新館8F



75IJ紙5

労働局ホームページへの情報掲載について

労働局ホームページへの情報掲載の例としては、以下の記述を適切な箇所に掲載する

方法が考えられる。

厚生労働省委託事業 労働契約解説セミナー Wr安心」して「働く Iためのルール』
(0月O日)が開催されます。

正社員・派遣社員など様々な立場で就業している方や、今後就業を希望される方など

を対象として、雇用する側(使用者)と雇用される側(労働者)をつなぐルーノレである

“労働契約"について、基本的な事項を解説するセミナーを開催します。

労働契約法・労働基準法で定められていることなど、労働者の皆様が安心して働くた

めに知っておくべき重要な/レールや、労働者・使用者それぞれの権利・義務などをわか

りやすく解説いたします。

00県内におけるセミナーの日程、会場等は以下のとおりです。

〔一般労働者向け労働契約解説セミナー]

・日程/会場 O月O日 (0) /於000

基礎セミナー:14 時~15 時 25 分

判例セミナー・ 15 時 35 分~16 時 45 分

〔学生向け労働j契約解説セミナー]

・日程/会場 O月O日 (0) 0時~O時/於000

※申込先 FAX 03-5288-3977 

Eメーノレ seminar.mhlw@tokiorisk.co.jp 

申込用紙は、事業の委託先である東京海上リスクコンサルティング株式会社の

ホームページ (http://www.tokiorisk.co・jp/seminar/20130802.html)からダ

ウンロードできます。

多くの皆様のご参加をお待ちしております。



都道府県労働主管部長殿
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基政発0822第4号

平成25年8月 22日

厚生労働省労働基準局労働条件政策課長

労働契約法等活用支援事業の実施に当たっての周知広報活動について

労働基準行政の運営につきましては、平素より格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し

上げます。

さて、平成 20 年 3 月に、労働契約の基本的なノレ~!レを定めた労働契約法が施行されたとこ

ろですが、同法の内容については、これまで国民一般への広報活動、中小企業事業主等へのセ

ミナー実施等により、周知を図ってきたところであります。

しかしながら、近年の厳しい経済情勢等を背景に、労働条件の引下げ等に係る紛争が高止ま

りする中で、個別労働関係の安定を殴るためには、労働者に対しでも労働契約法の内容のきめ

細やかな周知を行うことにより、労使双方が労働契約法を積糧的に活用するよう働きかけるこ

とが必要です。

このため、厚生労働省では、前年度に引き続き、平成25年度も、労働契約法等に関するセ

ミナーを、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社に委託して全国47都道府県におい

て実施(学生向け労働契約解説セミナーについても 11筒所で開催)することとしたところで

す。

貴職におかれましては、本セミナーの趣旨を御理解の上、関係者への周知について御協力を

賜りますようお願い申し上げます。詳細につきましては、別添1、2及び3も御覧いただけれ

ば幸いです。

なお、都道府県労働局及び上記委託先会社より、別途、具体的な御協力の依頼をさせていた

だく予定ですので、申し添えます。

(担当)

厚生労働省労働基準局労働条件政策課

政策係藤野、森下

電話 03-5253-1111 (内線5587)

03-3595-3183 (夜間直通)

東京海上日動リスクコンサノレティング株式会社

労働契約解説セミナー事務局遠藤

電話 03-5288-6583 

メーノレ seminar.mhlw@tokiorisk.co.jp 



別添1

労働契約解説セミナーについて

労働者や今後就業を希望される方等を対象として、雇用される側(労働者)と雇用する側(使

用者)をつなぐノレールである“労働契約"について解説するセミナーを開催します。労働契約法

・労働基準法で定められていること等、労働者の皆様が安心して働くために知っておくべき重要

なルールや、労働者・使用者それぞれの権利・義務等をわかりやすく解説します。なお、平成

25年 4月に全面施行となった改王労働契約法の内容についても併せて周知を行います。

当セミナーは平成 22年度より実施しているものであり、今年度も平成 24年度と同様、一般労

働者向け労働契約解説セミナーと学生向け労働契約解説セミナーの両方を開催し、広く労働関係

法令の教育・情報提供を実施します。

〔開催概要]

①一般労働者向け労働契約解説セミナー

対象 正社員・派遣社員など様々な立場で就業している方、今後就業を希望される方、企

業の人事担当者等

開催地 :全国 47 都道府県で各県 1~3 回開催

開催期間 2013 年 9 月 ~2014 年 3 月

(各都道府県での開催スケジューノレについては、別添2を参照。)

定員 。各日 100名(基礎セミナー50名、判例セミナー50名)

参加費 無料

講演内容研修テキストを用いて、 「基礎セミナーJ (85分)と「半Ij例セミナーJ (70分)を

開催します(※) 0 r基礎セミナーj では、労働契約に関する基本的なルールにつ

いて具体例を挙げながら解説します。 r判例セミナー」では、 「基礎セミナー」や

昨年度以前の労働契約解説セミナーの受講者を対象として、労働契約に関する各種

判例を紹介します。

また、都道府県労働局総務部企画室より、判例セミナーにおいて都道府県労働局職

員による個別労働紛争解決制度の解説と、半Ij例セミナー終了後の個別相談会を実施

する予定です。



(※)当日のタイムスケジュール

時間 項目

13:30~14:0。 基礎セミナー受付

14:00~15:25 受託業者による基礎セミナー

15:25~15 ・ 35 判例セミナー受付

15:35~16:35 受託業者による判例セミナー

16:35~16:45 企画室職員による個別労働紛争解決制度の解説

16 ・ 50~17 ・ 15 企画室職員による個別相談

②学生向け労働契約解説セミナー

対象 就職予定の学生や学校の進路指導担当者等

開催地 ・全国 11箇所(開催地については決定次第委託先会社のホームページに掲載します。)

開催期間 2013 年 9 月 ~2014 年 3 月(開催日については決定次第委託先会社のホームページ

に掲載します。)

講演内容:研修テキストを用いて、平日午後に学生向け労働契約解説セミナー (60分)を開

催します。労働契約法等の労働関係法令上の権利と義務、裁判例について、内定取

消、試用期間中の解雇、退職強要等、労働契約の成立前後にトラブノレになりそうな

事案に比重を置いて解説を行います。

定員 .各回 50名程度

参加費 。無料

③セミナー講師無料派遣による特別開催セミナー

開催方法 参加者が 50名以上を条件とし、開催を希望する団体・組織からの要望に応じて開

催します(今年度内 10回まで開催予定)。

講演内容 要望に応じて、一般労働者向け労働契約解説セミナーまたは学生向け労働j契約解

説セミナーを行います。

〔申込方法〕

各会場の申込用紙 (http://www.tokiorisk.co・jp/seminar/20130802.htmlを参照)に必要事項

を記入の上、 FAX(03-5288-3977)またはEメール (seminar.mhlw@tokiorisk.co・jp)で連絡。

※メーノレ文に直接必要事項を記入し、上記Eメールアドレスに送付するのも可。



〔委託先会社]

本事業は、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社に委託して実施し

ます。

〔使用テキスト〕

・rW安心』して『働く』ためのルール~使用者と労働者の約束事=w労働契約』とは~J (セ

ミナー専用テキスト)

「改正労働契約法についてJ (セミナー専用テキスト)

「判例セミナーJ (セミナー専用テキスト)

-学生向けリーフレット(セミナー専用テキスト)

「知って役立つ労働法~働くときに必要な基礎知識~J (厚生労働省)

・参考資料集(セミナー専用テキスト)
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無料セミナーのご案内 FAX 
巨日

03-5288-3977 

厚生労働省委託事業労働契約解説セミナー2013
基礎セミナー/判例セミナー東京1会場(20唱3年9月何回)のご案内
「安心」して「働<Jためのルール~使用者と労働者の約束事=r労働契約」とは~

昨年度に引き続き、雇用する側(使用者〉と雇用される側(労働者〉をつなぐルール

である“労働契約"について、基本的な事項をわかりやすく解説するセミナーを縄催

します。

労働者の皆僚が安I~\ して働くために知っておくべき重要なルールや、労働者・使用者
それぞれの権利・義務などを中山とした基礎的事項を解説する「基盤立主主三」と、

労働契約に関連する各種判例を紹介する「盟血也主主=Jの 2種類のセミナーを開
催します。※基礎セミナーの一部として平成24年8月に成立した改正労働契約法を解説するパ

ートを新だに設けますが、その他の部分は昨年度と周一内容です。

なお、セミナー終了後には、厚生労働省都道府県労働局職員が、個別労働棺談に関する相談をお受けする機会ち

設ける予定です。※当日の状況により、時間に限りがありますので、ご了承下さいω

※ セミナーの詳締は、セミナー専用HPをご覧ください h社以I/www.tokio巾 k.co，jp/seminar/20130802.html
※ 判例セミナーは 2010 年度労働契約解説セミナー受講者、 2011~2013 年度の基礎セミナー受講者を対象としていますn

今年度初めて参加される方で、判側セミナー漫講を希望される揚合は、基礎セミナーへの参加ちおすすめします。

開催日時 2013年 9月 19日(木)
基礎セミナ- 14: 00 - 15: 25 (受付開始 13: 30) 

判例セミナ- 15: 35 - 16・45 (受付開始 15: 25) 

東京都千代田区丸の内 1-2-1東京海上自動ビル

会場 東京海上自動火災保険(株) 新館 15階中会議室

JR東京駅(北口)徒歩4分 丸の内線東京駅徒歩3分 ※駐車場のご用意はございません。

定員 各国 50名参加費無斜
※先着順定員に遣し次第、締め切らせていただきます。
ご参加いただける方にはFAXまたはEメールにて受講票をお送りします。

【申込書】 ※下記の申込書に必要事項を記載の上、FAX(03-5288-3977) Iこてお申込ください。
お申込!ま Eメールでも受け付けています。Eメールでお申込の際は、下記厘韮蔓歪亙璽および匿E萱草歪亙亙|
を、セミナー事務局(seminar.mhlw飢okiorisk.cojp)までお送りくださいu 

お申込回 基礎セミナーセミナー開始 14 ∞ 判例セミナーセミナー開始 15: 35 

※ ご希望のセミナーにOを付けてください。両方のセミナーへの申し込みも可能です。

フリガナ
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

お名前

a 会社員(正社員) b 会社員(正社員以外) c 求職中 d 学生

ご所属 eごそ所の属他先(※差し支えない範闘で、ご記入ください。

電話番号: FAX番号

ご連絡先 メールアドレス:
受講票の送付先とな

ご住所ります。必ずご記入く T 

ださい。

く偶人情報の取り級いについて>送信していただいた個人情報は、セミナー置営およびそれに準じる情報提供の目的のために憧用いたします。当社iま、ご本人の同意を得ないで、』
の利用目的の遺成のために必要な範囲を超えて豊録者の価人情報告利用いたしませんaなお、当社が求める個人情輯を間入いただけない鳩合‘または畳餓向容に不舗がある渇合に
は、お申込を畳l判寸けることができない可能性があります固当社にご鐙輯いただいた個人情報の開会、開示、情報が蹴っている場合の前正・削除等を希望される場合には、ご本人であ
ることを確認させていただいたうえで、合理的な範闘で対応させていただきます。上胞につき、セミナー申し込みをもって、同意したものとみなします.個人情報に関する問い合わせ先
東京海上回動リスクコンサルティング練式会社経宮企画量管理グループ干100ー凹聞東車部予代国臣丸の向1-2-1 東京海上自動""紡揖 TEL凹→.52.88-田町

労働契約解説セミナー事務局 tel:03-5288-7477 mail: seminar.mhlw申tokiorisk.c叫P

お問合せ 東京海上自動リスクコンサルテインタ株式会社製品安全・環境事業部内
干1∞-∞D5東京都千代田区丸の肉1-2-1東京海上自動ピル新館8F



00県労働主管部長殿

別紙7

平成 25年O月O日

00労働局労働基準部長

(公印省略)

労働契約法等活用支援事業の実施に当たっての周知広報活動について

労働基準行殺の運営につきましては、平素より格別の御理解と御協力を賜り、厚く

御礼申し上げます。

さて、厚生労働省では、近年の厳しい経済情勢等を背景に、労働条件の引下げ等に

係る紛争が高止まりする中で、個別労働関係の安定を図るため、労働契約の基本的な

/レールを定めた労働契約法等の内容について、全国47都道府県においてセミナーを

実施(学生向け労働契約解説セミナーについても 11箇所で開催)することと致しま

した。

同セミナーにつきましては、厚生労働省労働基準局労働条件政策課長から、平成2

5年O月O日付け基政発00第O号「労働契約法等活用支援事業の実施に当たっての

周知広報活動についてj をもって、貴職あて、周知について御協力をお願いしている

ところですが、 00県内におけるセミナ}の日程・会場等は下記 1のとおりですので、

下記2記載の方法等により、周知広報活動への御協力を賜りますようお庫品、申し上げ

ます。

なお、委託先会社(東京海上日動リスクコンサノレティング株式会社)からも、別途、

具体的な御協力の依頼をさせていただく予定ですので、申し添えます。

記

1 00県内におけるセミナーの日程、会場等

〔一般労働者向け労働契約解説セミナー〕

-日程/会場 O月O日 (0) /於000

基礎セミナー:14 時~15 時 25 分

判例セミナー 15 時 35 分~16 時 45 分

〔学生向け労働契約解説セミナー]

・日程/会場 O月O日 (0) 0時~O時/於0000

※申込先 FAX 03-5288-3977 

Eメール seminar.mh1w@tokiorisk.co.jp 



申込用紙は、事業の委託先である東京海上リスクコンサノレティング株式会社

のホームページ (http://www.tokiorisk.co.jp/seminar/20130802.html)か

らダウンロードできます。

2 御協力をお願いしたい屑知広報活動の例

-貴県広報紙等への開催案内の掲載

ー貴下市町村への周知

・貴県ホームページへの開催案内の掲載

※開催案内の記載例として、以下を御参照下さい。

厚生労働省委託事業 労働契約解説セミナー Wr安心j して「働く」ため
のルール~ (0月O日)が開催されます。

正社員・派遣社員など様々な立場で就業している方や、今後就業を希望さ

れる方などを対象として、雇用される側(労働者)と雇用する側(使用者)

をつなぐルーノレである「労働契約」について解説するセミナーです。

労働契約法・労働基準法で定められていることなど、労働者の皆様が安心

して働くために知っておくべき重要なルールや、労働者・使用者それぞれの

権利・義務などをわかりやすく解説いたします。

00県内におけるセミナーの日程、会場等は以下のとおりです。

〔一般労働者向け労働契約解説セミナー〕

. rl程/会場 O月O日 (0)/於000

基礎セミナー 14 時~15 時 25 分

判例セミナー ω15 時 35 分~16 時 45 分

〔学生向け労働J契約解説セミナー〕

・日程/会場 O月O日 (0) 0時~O時/於000

※申込先 FAX 03-5288-3977 

Eメーノレ 日eminar.mhlw@tokiorisk.co.jp

申込用紙は、事業の委託先である東京海上リスクコンサノレティング

株式会社のホームページ

(http://w附.tokiorisk. co. jp/seminar!20130802. html)から

ダウンロードできます。

多くの皆様のご参加をお待ちしております。

以上




